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障害のある人もない人も共に安心して暮らせる八王子づくり条例 

 

 

私たちのまち八王子は、全ての人が基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜ

られ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有するという認識に立ち、障害の有

無にかかわらず、誰もが地域社会で共に支え合い、安心して暮らせるまちを目指し、障害

のある人に対する福祉の向上のため、様々な施策を推進してきた。 

しかしながら、依然として障害のある人は、障害に対する誤解や偏見により不利益な取

扱いを受け、配慮不足により日常生活の様々な場面で不自由を感じている状況にある。 

このような中、障害のある人もない人も、共に支え合い、安心して暮らせるまちの実現

のため、市、市民、事業者など全ての者が連携し、障害のある人の生活を困難にしてきた

心の壁、社会参加を困難にする物理的環境、社会的制度、情報の不足など、社会的障壁を

取り除き、障害のある人に対するいかなる差別もなくす取組が私たちに求められている。 

このため、私たちは、障害のある人が、障害のない人と等しく、基本的人権を享有する

個人としてその尊厳が重んぜられ、相互に人格と個性を尊重し合いながら共に安心して暮

らせるまちの実現を目指し、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、障害者に対する市民及び事業者の理解を深め、障害者に対する差別

をなくすための取組について、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を明らかに

するとともに、当該取組に係る施策を総合的に推進し、もって市民が障害の有無にかか

わらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら共に安心して暮らすことができる社会の

実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、難病その他の心

身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障

壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをい

う。 

(２) 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となる

ような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 
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(３) 差別 障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をい

う。 

（基本理念） 

第３条 障害者に対する差別をなくすための取組は、全ての障害者が、障害者でない者と

等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわし

い生活を保障される権利を有することを前提として行わなければならない。 

２ 障害者に対する差別をなくすための取組は、差別の多くが障害者に対する誤解、偏見

その他の理解の不足から生じていることを踏まえ、障害及び障害者に対する理解を広げ

る取組と一体のものとして行わなければならない。 

３ 障害者に対する差別をなくすための取組は、様々な立場の市民がそれぞれの立場を理

解し、相互に協力して行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、障害

及び障害者に対する理解を広げ、差別をなくすための施策を総合的かつ計画的に実施す

る責務を有する。 

２ 市は、前項の差別をなくすための施策を実施するときは、障害者の性別、年齢及び障

害の状態に十分配慮するものとする。 

（市民等の責務） 

第５条 市民及び事業者は、基本理念にのっとり、障害及び障害者に対する理解を深め、

市が実施する障害者に対する差別をなくすための施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

（差別の禁止等） 

第６条 何人も、障害者に対し、差別をしてはならない。 

２ 社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴

う負担が過重でないときは、それを怠ることによって障害者の権利利益を侵害すること

とならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。 

（合理的な配慮） 

第７条 市及び事業者は、その事務又は事業を行うに当たり、次に掲げる場合には、前条

第２項の規定の趣旨を踏まえ、障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障

壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

(１) 不特定多数の者が利用する施設（公共交通機関を含む。）を提供するとき。 
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(２) 意思疎通を図るとき及び不特定多数の者に情報を提供するとき。 

(３) 商品を販売し、又はサービスを提供するとき。 

(４) 不動産の取引を行うとき。 

(５) 労働者の募集、採用及び労働条件を決定するとき。 

(６) 医療又はリハビリテーションを提供するとき。 

(７) 教育を行うとき。 

(８) 保育を行うとき。 

(９) 療育を行うとき。 

(１０) その他社会的障壁となって、障害者に対し日常生活又は社会生活に相当な制限

を与えているとき。 

２ 市民は、前項各号に掲げる場合には、前条第２項の規定の趣旨を踏まえ、障害者の性

別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な

配慮をするよう努めるものとする。 

（市民等の理解の促進） 

第８条 市は、市民及び事業者が障害及び障害者に対する理解を深めるよう、普及啓発そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市長及び教育委員会は、児童及び生徒が障害及び障害者に対する理解を深めるための

教育の重要性を認識し、その実施について相互に連携を図るものとする。 

３ 市は、障害者に対する支援を適切に行うため、全ての職員並びに指定管理者（地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、公の施設の管理

を行わせることができるものとして市長が指定する法人その他の団体をいう。）及び市

外郭団体（市が出資又は出えんする団体で、市長が別に定めるものをいう。）が障害及

び障害者についての知識を習得し、及び理解を深めるために必要な措置を講ずるものと

する。 

４ 事業者は、前条第１項の必要かつ合理的な配慮を行うため、従業員が障害及び障害者

についての理解を深めるための研修を行うよう努めるものとする。 

（移動手段の確保） 

第９条 市は、障害者の社会参加を推進するため、障害者が必要とする移動の手段が確保

できるよう、公共交通事業者その他の関係者の理解及び協力を得るよう努めるものとす

る。 

（情報伝達） 
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第１０条 市は、障害者が自ら選択するコミュニケーション手段（字幕、手話通訳、要約

筆記、音声解説等）を利用できるよう、コミュニケーション手段の普及啓発及び利用拡

大の支援に努めるものとする。 

（医療及びリハビリテーション） 

第１１条 市は、地域で生活する障害者に必要な医療及びリハビリテーションが受けられ

るよう医療関係団体との調整に努めるものとする。 

（教育） 

第１２条 市は、障害者である児童及び生徒がその年齢及び能力に応じ、その特性を踏ま

えた教育を受けることができるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（保育） 

第１３条 市は、障害者である乳幼児及び児童が、その特性を踏まえた保育を受けること

ができるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（療育） 

第１４条 市は、障害者である子どもが、可能な限りその身近な場所において療育その他

これに関連する支援を受けられるよう適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（関係法令等との調和） 

第１５条 市は、障害者に対する理解を広げ、差別をなくすための施策の推進に当たって

は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号。以下「障害者差別解消法」という。）

その他の関係法令との調和を図らなければならない。 

（差別に関する相談、助言等） 

第１６条 障害者及びその関係者は、障害者本人に係る差別に該当すると思われる事案

（以下「対象事案」という。）について、市に相談することができる。 

２ 市は、対象事案に関する相談があったときは、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) 相談に応じ、関係者への事実の確認及び調査を行うこと。 

(２) 相談に応じ、関係者に必要な助言及び情報提供を行うこと。 

(３) 相談に係る関係者間の調整を行うこと。 

(４) 関係行政機関への紹介を行うこと。 

（相談員） 

第１７条 市は、相談支援事業者（市から委託を受けて障害者の日常生活及び社会生活を
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総合的に支援するための法律第７７条第１項第３号に規定する事業を行う者をいう。）

に、前条第２項各号に掲げる業務の全部又は一部を委託することができる。 

（助言及びあっせんの申立て） 

第１８条 障害者は、対象事案があるときは、市長に対し、対象事案を解決するために必

要な助言又はあっせんを行うよう申し立てることができる。 

２ 障害者の保護者又は関係者は、当該障害者に代わり、前項の申立てをすることができ

る。ただし、当該障害者の意に反することが明らかであると認められるときは、するこ

とができない。 

３ 前２項の申立ては、その対象事案が次の各号のいずれかに該当する場合は、すること

ができない。 

(１) 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）その他の法令により、審査請求その

他の不服申立てをすることができる事案であって、行政庁の行う処分の取消し、撤廃

又は変更を求めるものであるとき。 

(２) 申立ての原因となる事実のあった日（継続する行為にあっては、その行為の終了

した日）から３年を経過しているものであるとき（その間に申立てをしなかったこと

につき正当な理由がある場合を除く。）。 

(３) 現に犯罪の捜査の対象となっているものであるとき。 

（事実の調査） 

第１９条 市長は、前条第１項又は第２項の申立てがあったときは、当該申立てに係る事

実について調査を行うことができる。この場合において、調査の対象となる者は、正当

な理由がある場合を除き、これに協力しなければならない。 

（助言又はあっせん） 

第２０条 市長は、第１８条第１項又は第２項の申立てがあったときは、調整委員会（第

２３条第１項に規定する調整委員会をいう。以下この条において同じ。）に対し、助言

又はあっせんを行うことの適否について諮問するものとする。 

２ 調整委員会は、前項の助言又はあっせんを行うことの適否を判断するために必要があ

ると認めるときは、当該対象事案に係る障害者及び関係者に対し、その出席を求めて説

明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

３ 市長は、調整委員会が助言又はあっせんを行うことが相当であると判断した場合に

は、差別をしたと認められる者に対し、助言又はあっせんを行う。 

（勧告） 
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第２１条 市長は、前条第３項の規定による助言又はあっせんを行った場合において、差

別をしたと認められる者が、正当な理由なく当該助言又はあっせんを受け入れないとき

は、差別の解消に必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（公表） 

第２２条 市長は、前条の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由なく当該勧告に

従わないときは、その旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、市規則で定めるところによ

り、当該勧告を受けた事業者に対して、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（調整委員会） 

第２３条 障害者に対する差別をなくすための取組を効果的かつ円滑に行うため、市長の

附属機関として、八王子市障害者の権利擁護に関する調整委員会（以下「調整委員会」

という。）を置く。 

２ 調整委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 対象事案に係る申立てについての調査審議に関すること。 

(２) 障害者差別解消法第１８条第１項及び第３項に規定する事務に関すること。 

(３) 差別と思われる事案に係る協議及び当該事案に係る事実についての調査に関する

こと。 

３ 調整委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

４ 調整委員会の委員は、障害者差別解消法第１７条第２項各号に定める者及び障害者の

権利の擁護に関し優れた識見を有する者のうちから市長が委嘱する。 

５ 調整委員会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 調整委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

７ 第１９条後段の規定は、第２項第３号の調査について準用する。 

８ 前各項に定めるもののほか、調整委員会の運営について必要な事項は、別に定める。 

（委任） 

第２４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が

定める。 

附 則 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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２ 市長は、この条例の施行後３年を目途として、障害者に係る法制度の動向を勘案し、

この条例の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 

附 則（平成２５年２月２８日条例第３号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２９日条例第２７号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年１１月２９日条例第１３６号） 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 


